
第１次中期計画（平成２４～２６年度） 

「公共建築の保全とストックの有効活用等の促進のための調査研究・技術開発とその体系化」 

 

建築保全センターは、「官公庁施設等の建築物等の保全に関する総合的な調査研究及び 

技術開発を行うことにより、地球環境の保護と官公庁施設等のストックの有効活用等の社

会的要請に対応した建築物等の適正な保全の方法を確立し、その成果を広く国民に普及し、

もって国民生活環境の向上並びに国家経済の発展に寄与すること」を設立目的としている。 

国・地方自治体等の公共建築は、延べ面積が約７億㎡で、そのうち地方自治体は約５億

４千万㎡を所有し、その約半数が完成から３０年を超え、大規模修繕等の必要性が増大し

ている。また厳しい財政状況、人口減少、少子高齢化、市町村合併、改正省エネ法、東日

本大震災等により、公共建築は、長寿命化、資産のスリム化、省エネ化、耐震化、安全・

安心等の性能の向上と施設のより有効な活用が求められている。 

平成２０年度からの自治体ストック調査により、地方自治体の公共建築の 1 年間の保全

費は、3 兆 3 千億円（修繕費 1 兆 3 千億円、維持管理費 1 兆 1 千億円、光熱水費 9 千億円）

と推計される。また保全費は、地方自治体間においても、庁舎・学校等の同用途の施設間

においても、ばらつきが大きいことが明らかになった。さらに市民あるいは執務者一人あ

たりの床面積も同様にばらつきが大きいことが明らかになった。また施設台帳、長期修繕

計画の未整備、修繕費不足等の基本的な課題も残されている。 

一方では修繕、改修、リノベーション・コンバージョン技術の進歩、ＩＣＴ技術による

施設管理、診断等への先進技術への対応も必要である。このように幅広い分野にわたる調

査研究・技術開発に速やかに取り組み、その成果を広く社会に普及する必要がある。 

このため「公共建築の保全とストックの有効活用等の促進のための調査研究・技術開発

とその体系化」をテーマとした第１次中期計画（平成２４～２６年度）を定め、目標達成

に向けて幅広い取り組みを重点的、計画的に行うこととする。 

 

1. 調査研究・技術開発に関する重点的な取組み 

 調査研究・技術開発に関しては次の４点に重点的に取組む。詳細を別表１に示す。 

(1) 公共建築の現状の基本的な情報・課題の継続的な把握 

(2) 公共建築の維持保全、修繕・改修に関する技術開発、体系化 

(3) 公共建築の所有、運用等の効率性等に関する分析、評価、改善等の技術開発 

(4) 公共建築の所有、運用等に関する技術の情報化、体系化 

 

2. 業務運営に関する重点的な取組み 

 調査研究・技術開発を支える業務運営に関して、顧客、業務プロセス、人材、財務の視

点から次の４点に重点的に取組み、改善を図る。詳細を別表２に示す。 

(1) 顧客の視点の強化 

(2) 業務のリスクマネジメントの強化 

(3) 人材の多様化、ネットワーク化、人材育成強化 

(4) 一般財団法人としての財務基盤の強化 

 



別表１－調査研究・技術開発に関する重点的な取組みと目標とする研究等成果 

 

重点的な取組み 

 

目標とする研究等成果 

平成２４～２６年度

の予算合計（予定） 

重点１： 

公共建築の現状の基本

的な情報・課題の継続

的な把握 

・自治体ストック調査の毎年度実施  

 

２１百万円 

 

重点２： 

公共建築の維持保全、

修繕・改修に関する技

術開発、体系化 

 

・ライフサイクルコストの見直し 

・建築改修工事標準仕様書、建築改修工事監理指針、

保全業務共通仕様書等の現行基準類に関する調

査研究 

・電気設備改修の工事監理に関する調査研究 

・木造建築の改修・保全業務仕様に関する調査研究 

・評価・格付け、ベンチマーキング結果の改善手法

に関する調査研究 

 

 

 

 

 

 

３１０百万円 

 

重点３： 

公共建築の所有、運用

等の効率性等に関する

分析、評価、改善等の

技術開発 

・自治体ストック調査結果、施設白書の調査研究 

・評価・格付け、ベンチマーキング等の調査研究 

 

注：公共建築マネジメント研究所を設立予定 

 

 

 

７５百万円 

重点４： 

公共建築の所有、運用

等に関する技術の情報

化、体系化 

・次期ＢＩＭＭＳに関する調査研究・開発 

・ＢＩＭＭＳ、ＢＩＭ、施設台帳の項目の整合化 

・ライフサイクルのＢＩＭ指針の調査研究 

 

 

 

２３０百万円 

 

 

別表２－業務運営に関する重点的な取組みと改善目標 

重点的な取組み 改 善 目 標 

重点５： 

顧客の視点の強化 

 

・ホームページ、メルマガ、機関誌のコンテンツの連携強化 

・研究成果の効果的な公表の工夫 

・発行図書の体系化 

 

重点６： 

業務の災害、情報保全に関す

るリスクマネジメントの強化 

・災害などのリスクに対するＢＣＰ、ＢＣＭの作成、確立 

・情報セキュリティー、個人情報保護の徹底 

 

重点７： 

人材の多様化、ネットワーク

化、人材育成の強化 

・調査研究の研究会への外部有識者等の積極的招聘 

・共同研究、客員研究員の制度化と活用 

 

重点８： 

一般財団法人としての財務基

盤の強化 

・すべての業務において目的、目標の明確化を図るとともに効率性

の向上に努める 

 

 


